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          分枝限定法によるミニマックス決定方式の探索
                               村  上  征  勝
 統計的決定問題では，未来のある状態θ（∈θ）において，いかたる行動α（∈λ）をとるのが損失工（θ，
o）という点からみて合理的であるかを問題とする．この時，どのθが生じるかを推定するのに役立つ情
報κ（∈x）が得られる条件付確率！（κ1θ）が利用できるため，実際には，どのようたκが得られた時に
どのαをとるのがよいのかを決める問題となる．このようたxからλへの写像方式a（κ）＝αを非確
率化決定方式とよび，このaの集合をDで表わす．また，いくつかの非確率化決定方式a、，a。，…，a。
         ‘を確率π1，π。，…，π土（Σπ｛＝1）で採用するようだ確率化決定方式δも考え，このようなδの集合を9
         ｛＝1
で表わすことにする．
 さて
              maX｛R（θ，δ〃）｝＝min maX｛R（θ，δ）｝
              θ∈θ             δ∈豆  θ∈θ
 ここで
               f               土          R（θ，δ）二Σπ沢（θ，a｛）＝Σπゴ｛Σ工（θ，a｛（κ））∫（κ1θ）｝
              ｛＝1             ｛＝1    X
とたるような決定方式δMをミニマックス決定方式という．このδMを見い出すには，非確率化決定方
式のすべての組合せを調べればよいが，比較的簡単た決定問題でも，この組合せの数は非常に欠きたも
のとなる．θ＝／θI，θ。｝の場合には幾何学的た考察によってδMを見い出すことができるが，θの数が3
以上の場合にはδMを見い出す有効な方法は知られていない．そこで，分枝限定法によって，決定問題
を順次部分問題へ分解（分枝）し，δMの存在しない枝（部分問題）を早く見い出すことによって，非
確率化決定方式のすべての組合せを調べることなしにδ〃を見い出すことを試みた．
〔探索結果〕 θ＝1θ1，θ2，θ3；の場合
すべての組合せ 分枝限定法
X：｛札舳吾の場合λ＝1α1，α2，α31 O．095秒
i3654通り）
 0，077秒
i1618通｝））
X＝｛κ1・舳丑の場合λ＝1α1，α2，α3，α41  O．921秒
i45760通り）
 0，415秒
i15267通り）
X＝｛札舳・κ・暮の場合λ＝1α1，02，α3，α41  56，330秒
i2829056通1））
 4，949秒
i183908通り）
X＝1κ1，κ2，κ3，増1            の場合λ＝1α1，02，α3，α。，α51 880，660秒
i40885625通り）
 54，988秒
i1260261通り）
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探索法を図で示すと次のようにたる．（θ＝／θ1，θ。，θ。／の場合）
すべての組合せ
llllll／亭1111111／瀞
、、、、           汰、、
4伽1ノ＝α1，4伽2ノ＝01
φ伽1ノ＝α・，φ伽2ノ＝α1
砿伽ノ＝α1，aψ2ノ；02
となるような3つの決
定方式の組合せ
／1＼＼
！       、
！        、
4伐1ノ＝α1，4伐2トα1
4伐1ノ＝α1，名代2ノ＝α1
∂ψ1ノ＝01，aψ2ノ＝α2
となるような3つの決
定方式の組合せ
 ・’、、、’ ’  、  、
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・   ＼ ’    ！
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             地震カタログに基づく点過程モデノレ
                               尾  形  良  彦
 Vere－Jonesら（1966）のTriggerモデル（branchingPoissonprocess）は本震と余震カミはっきり決
められていて，本震は定常ポアソンで生成されて各本震につきそれを起点として単調減少の危険度
9（～）の非定常ポアソンで余震が生成されるというものである．Lomnitzら（1983）のモデルはこれに本
震の大きさについての効果，すなわち余震が本震のマグニチュードに関係して増えること，そして本震
と余震のマグニチュードの出現頻度はそれぞれ異なったろ値にもとづき指数分布に従うというもので
ある．これはGutenberg－Ritcherの法則とBathの法則をおりこんだことになっているらしい．身（Z）は
大森余震減衰法則に基づき指数ではなく逆ベキ関数で与えている．
 さて通常の広域長時間カタログにおいて，広義の前震，余震，余震の余震とか地震活動の移動現象の
存在などを考えるとき，本震と余震の区別は必らずしも確固としたものとはいえたいのではたいかと思
われる．このようた立場から次のような統計的モデルを考えてみよう．まず（・）背景の地震活動（back
ground seismicity）として地震が定常のポァソソ過程で生成されている．（b）発生したどの地震につい
ても余震を持つチャンスがある．ただしその余震の平均個数はマグニチュードの指数ベキに比例する．
（・）余震の発生度合の時問的推移£（〆）は改良大森法則に従う．これら3つの仮定から，地震の発生に関
